
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年12月20日 

【中間会計期間】 第118期中（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

【会社名】 山陽電気鉄道株式会社 

【英訳名】 Sanyo Electric Railway Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  天野 文博 

【本店の所在の場所】 神戸市長田区御屋敷通３丁目１番１号 

【電話番号】 ０７８（６１２）２０３２ 

【事務連絡者氏名】 総務本部マネージャー  荒木 素直 

【最寄りの連絡場所】 神戸市長田区御屋敷通３丁目１番１号 

【電話番号】 ０７８（６１２）２０３２ 

【事務連絡者氏名】 総務本部マネージャー  荒木 素直 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．営業収益には、消費税は含まれていない。 

２．「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式がないため記載していない。 

３．第118期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用してい

る。 

  

回次 第116期中 第117期中 第118期中 第116期 第117期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

営業収益（百万円） 26,296 26,336 25,785 53,447 52,772 

経常利益（百万円） 877 1,450 1,965 1,957 2,779 

中間（当期）純利益（百万円） 490 935 1,462 821 917 

純資産額（百万円） 21,540 23,218 24,623 21,983 23,269 

総資産額（百万円） 90,812 94,345 101,140 93,092 100,900 

１株当たり純資産額（円） 193.20 208.35 218.71 197.16 208.59 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
4.40 8.39 13.13 7.30 7.97 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 23.7 24.6 24.1 23.6 23.1 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
5,369 2,507 1,101 8,957 3,236 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△3,952 △2,535 △1,054 △5,544 △2,370 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△3,138 △1,620 △1,128 △4,560 △1,776 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円） 
8,070 6,995 6,628 8,643 7,733 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］(人) 

2,079 

[945] 

2,086 

[951] 

2,027 

[916] 

2,059 

[1,016] 

2,037 

[995] 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には、消費税は含まれていない。 

２．「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式がないため記載していない。 

回次 第116期中 第117期中 第118期中 第116期 第117期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

営業収益（百万円） 9,851 9,930 10,058 19,649 19,644 

経常利益（百万円） 669 1,322 1,811 1,473 2,434 

中間（当期）純利益（百万円） 303 783 1,397 409 709 

資本金（百万円） 10,090 10,090 10,090 10,090 10,090 

発行済株式総数（千株） 111,652 111,652 111,652 111,652 111,652 

純資産額（百万円） 20,171 21,469 22,515 20,385 21,475 

総資産額（百万円） 69,974 72,574 79,650 72,199 80,013 

１株当たり純資産額（円） 180.92 192.66 202.11 182.88 192.53 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
2.72 7.03 12.54 3.68 6.15 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － 2.00 2.00 2.00 4.00 

自己資本比率（％） 28.8 29.6 28.3 28.2 26.8 

従業員数（人） 1,012 978 979 993 967 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はない。また、主要な関係会社の異動はない。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載している。

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は、当該臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため

記載を省略している。 

２．従業員数は関係会社等出向社員及び休業・休職者を除き、受入出向社員を含めたものである。 

(3)労働組合の状況 

 当社の労働組合は、日本私鉄労働組合総連合会に属しており、組合員数は896人（出向・休業・休職中の組合員

48人を除く）である。労使間に特記すべき事項はない。 

  平成18年９月30日現在

運輸業（人） 流通業（人） 不動産業（人） 
レジャー・サー
ビス業（人） 

その他の事業
（人） 

計（人） 

1,392 

(37) 

299 

(378) 

16 

(0) 

82 

(314) 

238 

(187) 

2,027 

(916) 

 平成18年９月30日現在

従業員数（人） 

979 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業業績の改善を背景として民間設備投資が堅調に推移し、個人消費につ

いても緩やかながらも増加傾向が見られるなど、景気全体の回復基調はより鮮明なものとなった。 

このような情勢のなかで、当社グループでは交通利用における利便性向上に資するＩＣカードシステム導入工事

をはじめ、住宅需要が高い地域でのマンションの建設・販売に積極的に取り組むほか、株式会社山陽百貨店におい

ては前年のリニューアルによるイメージアップの定着とともに、お客さまづくりにテーマをおいた販売戦略を実施

するなど、事業全体の拡大と活性化に注力した。 

 この結果、当中間連結会計期間の営業収益は、25,785百万円と前中間連結会計期間に比べ550百万円(2.1％）の

減収となったが、グループ全体で経費の削減に努めた結果、営業利益については2,351百万円と前中間連結会計期

間に比べ560百万円（31.3％）の増益、経常利益についても1,965百万円と前中間連結会計期間に比べ514百万円

（35.5％）の増益となった。また、特別利益において投資有価証券売却益を計上したことも大きく影響し、中間純

利益は1,462百万円と前中間連結会計期間に比べ527百万円（56.4％）の増益となった。 

 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりである。 

① 運輸業 

鉄道事業においては、本年７月１日からＩＣカードシステムＰｉＴａＰａ（ピタパ）を導入し、「運賃後払

い」方式というメリットを活かして、利用回数割引など利用実績に応じた割引サービスを開始した。さらに、

「三宮・姫路１ｄａｙチケット」をはじめとして、発売中の各種１ｄａｙチケットをお客さまに広く認知してい

ただくことを目的に、タレントを起用しテレビ・ラジオなどの多媒体を活用したキャンペーンを展開したほか、

幅広い世代のお客さまに対応したコースを設定した「土曜ハイク」を開催するなど、さらなる増収につなげるべ

くさまざまな旅客誘致策を講じた。 

自動車事業においては、平成１６年１１月から明石市コミュニティバス社会実験路線「Ｔａｃｏ（たこ）バ

ス」の運行を受託していたが、本年４月１日から引き続き本格運行を受託したことに伴い、運行エリアを拡大

し、あわせてダイヤ改正を実施した。また高速バスでは、多くのご利用をいただいている神戸市垂水区と三宮、

神戸空港を結ぶ路線において、空港島内で路線を延伸するとともに、お客さまのニーズにあわせ「舞子高校前」

停留所の新設や、特にご利用の多い時間帯に増便を行うなど、引き続き事業の強化に努めた。 

運輸業全体では、鉄道事業において、沿線企業の活況により定期旅客に増加傾向がみられたことに加え、自動

車事業において、高速バスの「垂水団地・三宮線」が好調に推移したことなどから、外部顧客に対する営業収益

は、9,702百万円と前中間連結会計期間に比べ121百万円（1.3％）の増収となり、営業利益は1,608百万円と前中

間連結会計期間に比べ337百万円（26.6％）の増益となった。 

  



(イ)提出会社の運輸成績表 

(ロ)業種別営業成績 

② 流通業 

流通業では、中心となる株式会社山陽百貨店において、前年実施した売場リニューアルによる効果を継続させ

るべく、ＰＯＳシステムを更新するとともに、顧客分析システムを導入しお客さまの囲い込みを戦略的に行うな

ど、販売力と商品力のさらなる強化に努めた。また営業面では、姫路駅前のにぎわいを取り戻す試みとして、地

元アーティストが演奏やパフォーマンスを披露する「デパ前ライブ」を企画したほか、お子様向けのイベントと

して夏休み期間中に「大恐竜展」を開催するなど、イベントとの相乗効果による集客力の向上をはかった。 

流通業全体では、低めの気温や雨などの天候不順およびストアー業における店舗閉鎖が影響し、外部顧客に対

する営業収益は、13,073百万円と前中間連結会計期間に比べ739百万円（5.4％）の減収となったが、人件費をは

じめとして経費の削減に努めたことにより営業損益は30百万円の利益（前中間連結会計期間営業損失73百万円）

となった。 

種別 単位 
当中間連結会計期間 

（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 
対前年同期増減率

（％） 

営業日数 日 183 － 

営業キロ キロ 70.4 － 

客車走行キロ 千キロ 17,400 △0.0 

 定期 千人 21,083 0.9 

輸送人員 定期外 千人 15,084 △0.3 

 計 千人 36,168 0.4 

 定期 百万円 2,960 1.2 

旅客運輸収入 定期外 百万円 3,722 △0.2 

 計 百万円 6,683 0.4 

運輸雑収 百万円 529 1.8 

運輸収入合計 百万円 7,213 0.5 

乗車効率 ％ 19.2 － 

 （注） 乗車効率の算出は、 
延人キロ 

による。 
客車走行キロ×平均定員

業種別 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

営業収益（百万円） 対前年同期増減率（％） 

鉄道事業 6,926 0.7 

自動車事業 1,842 2.4 

索道事業 19 △18.1 

その他 929 3.9 

消去 △15 － 

計 9,702 1.3 



業種別営業成績 

③ 不動産業 

不動産業においては、大阪市東成区で分譲マンション「エスコート玉造駅前」の建設・販売を、神戸市東灘区

では賃貸マンションの建設をそれぞれ進めたほか、神戸市以東においてマンション用地を取得するなど、住宅需

要を勘案しつつ、積極的に事業展開をはかり、安定収益の確保と事業の拡大に努めた。 

不動産業全体では、前年度下期中に神戸市垂水区小束山地区に誘致した大型商業施設および明石駅西方に建設

したテナントビル「エスポワ明石」にかかる賃料収入が寄与し、外部顧客に対する営業収益は995百万円と前中

間連結会計期間に比べ104百万円（11.7％）の増収となり、営業利益は534百万円と前中間連結会計期間に比べ

132百万円（33.1％）の増益となった。 

業種別営業成績 

④ レジャー・サービス業 

レジャー・サービス業においては、舞子ホテルにおいて、落ち着いた雰囲気や旬の素材を活かした料理などの

魅力をテレビ番組放映やミニコミ誌への掲載等を通じて幅広くＰＲしたほか、ブライダルフェアも開催し、お客

さまの誘致に努めた。また、集客力の高い鉄道の高架下に、独自に運営する飲食店をオープンさせるなど、飲食

部門の事業基盤の強化をはかった。 

レジャー・サービス業全体では、外部顧客に対する営業収益は1,210百万円と前中間連結会計期間に比べ18百

万円（1.5％）の減収となったが、経費の削減に努めたことにより、営業利益は36百万円と前中間連結会計期間

に比べ21百万円（148.1％）の増益となった。 

業種別営業成績 

業種別 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

営業収益（百万円） 対前年同期増減率（％） 

百貨店・ストアー業 12,332 △5.6 

売店業 740 △1.3 

消去 △0 － 

計 13,073 △5.4 

業種別 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

営業収益（百万円） 対前年同期増減率（％） 

不動産分譲業 81 △39.1 

不動産賃貸業 924 21.8 

消去 △10 － 

計 995 11.7 

業種別 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

営業収益（百万円） 対前年同期増減率（％） 

飲食業 806 △0.4 

遊園事業 233 △3.3 

その他 198 △4.8 

消去 △27 － 

計 1,210 △1.5 



⑤ その他の事業 

外部顧客に対する営業収益は804百万円と前中間連結会計期間に比べ19百万円（2.4％）の減収となり、営業利

益は108百万円と前中間連結会計期間に比べ15百万円（12.4％）の減益となった。 

業種別営業成績 

業種別 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

営業収益（百万円） 対前年同期増減率（％） 

一般労働者派遣業 374 9.3 

ビル管理・営業管理業 149 △7.2 

設備の保守・整備・工事業 266 △17.0 

その他 22 173.9 

消去 △8 － 

計 804 △2.4 



(2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間

純利益が増加したものの、有形固定資産の取得や借入金の返済等により、前連結会計年度末より1,104百万円

（14.3％）の減少となり、当中間連結会計期間末には6,628百万円となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、仕入債務の支払いがあったものの、税金等調整前中

間純利益を計上したこと等により、1,101百万円（前中間連結会計期間比△56.0％）となった。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、設備投資による有形固定資産の取得等により、

1,054百万円（前中間連結会計期間比△58.4％）となった。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、長期借入金の返済等により、1,128百万円（前中間

連結会計期間比△30.3％）となった。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループのサービスは広範囲かつ多種多様であり、同種のサービスであっても、必ずしも一様ではなく、また

受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示

すことはしていない。 

 このため生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に

関連付けて示している。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更及び

新たに生じた課題はない。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項なし。 

５【研究開発活動】 

 該当事項なし。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はな

い。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 240,000,000 

計 240,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成18年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月20日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 111,652,992 111,652,992 
大阪証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 111,652,992 111,652,992 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日～

平成18年９月30日  
－ 111,652,992 － 10,090 － 2,522 



(4）【大株主の状況】 

 （注）所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示している。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、34,000株含まれてい

るが、「完全議決権株式（その他）」の「議決権の数」の中には、証券保管振替機構名義の株式にかかる議決

権の数34個は含まれていない。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

阪神電気鉄道株式会社 大阪市福島区海老江１丁目１番24号 19,400 17.38 

関電不動産株式会社 大阪市北区中之島６丁目２番27号 5,606 5.02 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 3,100 2.78 

川崎重工業株式会社 東京都港区浜松町２丁目４番１号 1,363 1.22 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 

（退職給付信託神姫バス口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,300 1.16 

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂１丁目２番７号 1,102 0.99 

株式会社竹中工務店 大阪市中央区本町４丁目１番13号 1,102 0.99 

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 1,089 0.97 

兵庫県信用農業協同組合連合

会 
神戸市中央区海岸通１番地 1,000 0.90 

株式会社みなと銀行 神戸市中央区三宮町２丁目１番１号 985 0.88 

計 － 36,050 32.29 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   250,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 110,198,000 110,164 － 

単元未満株式 普通株式  1,204,992 － 
1単元（1,000株）未満

の株式 

発行済株式総数 111,652,992 － － 

総株主の議決権 － 110,164 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）      

山陽電気鉄道株式

会社 

神戸市長田区御屋

敷通３丁目１番１

号 

250,000 － 250,000 0.22 

計 － 250,000 － 250,000 0.22 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 355 350 343 335 335 348 

最低（円） 330 325 328 329 328 325 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて

作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）第38条及び第57条の規定に基づき、同規則並びに「鉄道事業会計規

則」（昭和62年運輸省令第７号）により作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則、鉄道事業会

計規則に基づき、当中間会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則、鉄

道事業会計規則に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日）

及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成

17年４月１日～平成17年９月30日）及び当中間会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日）の中間財務諸表に

ついて、新日本監査法人の中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  7,665   7,391   8,375   

２ 受取手形及び売掛
金  2,855   2,767   2,867   

３ 有価証券  404   79   80   

４ たな卸資産  8,884   8,830   8,396   

５ 繰延税金資産  106   163   142   

６ その他の流動資産  634   825   612   

７ 貸倒引当金  △6   △5   △6   

流動資産合計   20,545 21.8  20,052 19.8  20,469 20.3 

Ⅱ 固定資産           

Ａ 有形固定資産 
(注1, 
2,3)          

１ 建物及び構築物  36,067   34,878   35,540   

２ 機械装置及び運
搬具  5,269   5,331   4,944   

３ 土地  16,566   17,610   17,049   

４ 建設仮勘定  5,784   7,642   7,196   

５ その他の有形固
定資産  764   1,105   791   

有形固定資産合
計  64,452   66,568   65,522   

Ｂ 無形固定資産  256   454   303   

Ｃ 投資その他の資産           

１ 投資有価証券 (注５) 3,637   3,948   4,340   

２ 長期貸付金  97   70   81   

３ 長期前払費用  －   8,478   8,628   

４ 繰延税金資産  223   203   199   

５ その他の投資そ
の他の資産  5,167   1,397   1,389   

６ 貸倒引当金  △34   △34   △34   

投資その他の資
産合計  9,091   14,064   14,604   

固定資産合計   73,800 78.2  81,087 80.2  80,431 79.7 

資産合計   94,345 100.0  101,140 100.0  100,900 100.0 

           

 



  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金  5,300   5,569   6,912   

２ 短期借入金 (注１) 10,729   16,905   17,570   

３ 一年以内償還社債   －   1,000   500   

４ 未払法人税等  632   1,084   902   

５ 賞与引当金  88   88   84   

６ 店舗閉鎖損失引当
金  37   －   －   

７ その他の流動負債  9,024   8,837   8,817   

流動負債合計   25,811 27.4  33,485 33.1  34,787 34.5 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債  1,300   300   800   

２ 長期借入金 (注１) 27,638   20,658   20,869   

３ 繰延税金負債  260   56   102   

４ 退職給付引当金  2,611   2,424   2,427   

５ 受入工事負担金  5,664   7,837   6,328   

６ 預り保証金及び敷
金 

(注１) 6,665   6,671   6,697   

７ その他の固定負債  862   5,083   5,350   

固定負債合計   45,002 47.7  43,031 42.6  42,576 42.2 

負債合計   70,814 75.1  76,516 75.7  77,364 76.7 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   312 0.3  － －  265 0.2 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   10,090 10.7  － －  10,090 10.0 

Ⅱ 資本剰余金   6,850 7.3  － －  6,850 6.8 

Ⅲ 利益剰余金   5,223 5.5  － －  4,936 4.9 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,104 1.2  － －  1,450 1.4 

   23,269 24.7  － －  23,327 23.1 

Ⅴ 自己株式   △51 △0.1  － －  △57 △0.0 

資本合計   23,218 24.6  － －  23,269 23.1 

負債、少数株主持分
及び資本合計   94,345 100.0  － －  100,900 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     －     10,090     －   

２ 資本剰余金     －     6,850     －   

３ 利益剰余金     －     6,147     －   

４ 自己株式     －     △63     －   

株主資本合計     － －   23,025 22.8   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券 
評価差額金 

    －     1,340     －   

評価・換算差額等合
計 

    － －   1,340 1.3   － － 

Ⅲ 少数株主持分     － －   258 0.2   － － 

    純資産合計     － －   24,623 24.3   － － 

  負債純資産合計     － －   101,140 100.0   － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益   26,336 100.0  25,785 100.0  52,772 100.0 

Ⅱ 営業費 (注２)          

１ 運輸業等営業費及
び売上原価  20,933   20,133   42,161   

２ 販売費及び一般管
理費 

(注１) 3,612 24,545 93.2 3,301 23,434 90.9 7,121 49,283 93.4 

営業利益   1,791 6.8  2,351 9.1  3,489 6.6 

Ⅲ 営業外収益           

１ 受取利息  3   5   8   

２ 受取配当金  12   13   17   

３ 受取手数料  31   26   61   

４ 持分法による投資
利益  24   0   24   

５ 受取賃貸料  －   24   －   

６ 雑収入  214 286 1.1 172 241 0.9 408 520 1.0 

Ⅳ 営業外費用           

１ 支払利息  483   454   940   

２ 雑支出  143 627 2.4 172 627 2.4 289 1,229 2.3 

経常利益   1,450 5.5  1,965 7.6  2,779 5.3 

Ⅴ 特別利益           

１ 過去勤務債務償却
益  172   －   172   

２ 固定資産受贈益  160   －   161   

３ 工事負担金等受入
額  3   22   17   

４ 固定資産売却益 (注３) 3   2   58   

５ 投資有価証券売却
益  －   516   522   

６ 収用等特別勘定取
崩益   －   278   －   

７ その他特別利益  1 341 1.3 － 819 3.2 2 935 1.8 

Ⅵ 特別損失           

１ 減損損失  (注４) 85   －   85   

２ 固定資産除却損 (注５) 68   6   74   

３ 店舗閉鎖損失引当
金繰入額 

  37   －   －   

４ 工事負担金等圧縮
額  3   22   17   

５ 収用等代替資産圧
縮損  －   278   －   

６ 退職給付制度改定
損失  

  －   －   993   

７ 販売用不動産評価
損   －   －   471   

８ 特別退職加算金等  －   －   190   

９ 固定資産売却損 (注６) －   －   2   

10 その他特別損失  － 194 0.7 － 307 1.2 37 1,873 3.6 

税金等調整前中間
（当期）純利益   1,596 6.1  2,478 9.6  1,841 3.5 

 



  

前中間連結会計期間 

（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

法人税、住民税及
び事業税  552   1,019   1,276   

法人税等調整額  92 645 2.4 4 1,023 3.9 △316 960 1.8 

少数株主利益   16 0.1  － －  － － 

少数株主損失   － －  7 0.0  35 0.0 

中間(当期)純利益   935 3.6  1,462 5.7  917 1.7 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  
前中間連結会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   6,850  6,850 

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  6,850  6,850 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   4,518  4,518 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１ 中間（当期）純利益  935 935 917 917 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金  222  445  

２ 役員賞与  6   6   

３ 持分法適用除外に伴 
う減少高 

 － 229 46 499 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  5,223  4,936 

      



   中間連結株主資本等変動計算書 

       当中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

 （注）定時株主総会における前期決算の利益処分項目である。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月31日 残高 

（百万円） 
10,090 6,850 4,936 △57 21,819 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △222   △222 

役員賞与（注）     △29   △29 

中間純利益     1,462   1,462 

連結子会社決算日変更に伴う 

利益剰余金の増加 
    0   0 

自己株式の取得       △5 △5 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 1,211 △5 1,205 

平成18年9月30日 残高 

（百万円） 
10,090 6,850 6,147 △63 23,025 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年3月31日 残高 

（百万円） 
1,450 1,450 265 23,535 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）       △222 

役員賞与（注）       △29 

中間純利益       1,462 

連結子会社決算日変更に伴う 

利益剰余金の増加 
      0 

自己株式の取得       △5 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△109 △109 △7 △117 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△109 △109 △7 1,088 

平成18年9月30日 残高 

（百万円） 
1,340 1,340 258 24,623 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 1,596 2,478 1,841 

減価償却費  1,442 1,483 2,876 

減損損失  85 － 56 

退職給付引当金増加
額・減少額（△） 

 △151 △3 △163 

賞与引当金の増加
額・減少額（△） 

 △2 4 △6 

受取利息及び受取配
当金 

 △16 △18 △25 

支払利息  483 454 940 

有形固定資産除却損  106 128 180 

有形固定資産売却益  △3 △2 △58 

投資有価証券売却益  － △516 △522 

売上債権の増加額
（△）・減少額 

 △373 90 △383 

たな卸資産の増加額
（△）・減少額 

 △746 △433 △1,437 

仕入債務の増加額・
減少額（△） 

 328 △1,427 △17 

その他の流動資産の
増加額(△)・減少額 

 89 △216 112 

その他の流動負債の
増加額・減少額(△) 

 1,097 503 839 

その他の固定負債の
増加額・減少額(△) 

 86 △276 118 

建設仮勘定の営業費
振替額 

 2 24 13 

退職給付制度改定損
失  

 － － 993 

その他の増減額  △239 153 148 

小計  3,785 2,425 5,508 

利息及び配当金の受
取額 

 16 18 23 

利息の支払額  △483 △450 △973 

法人税等の支払額
（△）・還付額 

 △811 △892 △1,321 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 2,507 1,101 3,236 

 



  

前中間連結会計期間 

（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の預入によ
る支出 

 △122 △150 △166 

定期預金の払戻によ
る収入 

 9 31 80 

有価証券取得による
支出 

 △0 － △0 

有価証券償還による
収入  

 － － 400 

有形固定資産取得に
よる支出 

 △3,789 △2,907 △5,470 

有形固定資産売却に
よる収入 

 3 2 291 

投資有価証券取得に
よる支出 

 △120 △49 △621 

投資有価証券売却に
よる収入 

 － 783 785 

その他の投資その他
の資産の取得による
支出 

 △41 △61 △69 

その他の投資その他
の資産の減少による
収入 

 16 52 266 

受入工事負担金の受
入による収入 

 1,515 1,532 2,192 

その他の増減額  △5 △287 △58 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △2,535 △1,054 △2,370 

 



  

前中間連結会計期間 

（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純増減
額 

 △539 △677 519 

長期借入れによる収
入 

 3,000 3,300 5,275 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △3,851 △3,522 △7,111 

配当金の支払額  △222 △222 △445 

その他の増減額  △6 △5 △13 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △1,620 △1,128 △1,776 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額（又は減少額
(△)） 

 △1,648 △1,080 △910 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 8,643 7,733 8,643 

Ⅵ 連結子会社決算日変更
に伴う現金及び現金同
等物の減少額 

 － △23 － 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 6,995 6,628 7,733 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 当社は、全ての子会社を連結し

ている。当中間連結財務諸表に含

まれた連結子会社は22社である。 

主要な連結子会社名 

㈱山陽百貨店、大阪山陽タクシ

ー㈱、㈱山陽フレンズ、山陽タ

クシー㈱、山電サービス㈱、㈱

神戸山陽バス 

同左 

  

  

当社は、全ての子会社を連結し

ている。当連結財務諸表に含まれ

た連結子会社は22社である。 

 主要な連結子会社名 

㈱山陽百貨店、大阪山陽タクシ

ー㈱、㈱山陽フレンズ、山陽タ

クシー㈱、山電サービス㈱、㈱

神戸山陽バス  

２ 持分法の適用に関する事

項 

 当社は、全ての関連会社に対し

て持分法を適用している。当該社

名は株式会社ケーブルテレビ神

戸、姫路再開発ビル株式会社であ

る。 

 当社は、全ての関連会社に対し

て持分法を適用している。当該社

名は姫路再開発ビル株式会社であ

る。 

  

 当社は、全ての関連会社に対し

て持分法を適用している。当該社

名は姫路再開発ビル株式会社であ

る。なお、関連会社であった株式

会社ケーブルテレビ神戸について

は、平成17年11月７日を払込期日

とする第三者割当増資を実施した

結果、当社の出資比率が減少し、

また、実質的な影響力がなくな

り、関連会社に該当しなくなった

ため、持分法適用会社から除外し

ているが、期間損益については持

分法を適用している。 

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は下記の

とおりである。 

※株式会社サンヨーマートほか１

社 

６月末日 

大阪山陽タクシー株式会社ほか

９社 

７月末日 

株式会社山陽百貨店ほか９社 

８月末日 

 上記のうち、※の２社について

は中間連結決算日で実施した仮決

算に基づく中間財務諸表を使用し

ている。 

 中間連結財務諸表の作成にあた

っては同中間決算日現在の中間財

務諸表を使用している。また、７

月末日と８月末日が中間決算日で

ある会社については中間連結決算

日までの期間に発生した重要な取

引については連結上、必要な調整

を行っている。 

連結子会社の中間決算日は下記の

とおりである。 

 大阪山陽タクシー株式会社ほか 

11社 

７月末日 

  株式会社山陽百貨店ほか９社 

８月末日 

 当中間連結会計期間より㈱サン

ヨーマート及び兵庫ライフインダ

ストリー㈱は、それぞれ中間決算

日を６月末日から７月末日へ変更

している。 

 中間連結財務諸表の作成にあた

っては同中間決算日現在の中間財

務諸表を使用している。また、７

月末日と８月末日が中間決算日で

ある会社については中間連結決算

日までの期間に発生した重要な取

引については連結上、必要な調整

を行っている。 

連結子会社の決算日は下記のとお

りである。 

※株式会社サンヨーマートほか１

社 

12月末日 

大阪山陽タクシー株式会社ほか

９社 

１月末日 

株式会社山陽百貨店ほか９社 

２月末日 

 上記のうち、※の２社について

は連結決算日で実施した仮決算に

基づく財務諸表を使用している。 

 連結財務諸表の作成にあたって

は同決算日現在の財務諸表を使用

している。また、１月末日と２月

末日が決算日である会社について

は連結決算日までの期間に発生し

た重要な取引については連結上、

必要な調整を行っている。 

 



項目 
前中間連結会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

イ 有価証券の評価基準及び評価

方法 

イ 有価証券の評価基準及び評価

方法 

  

イ 有価証券の評価基準及び評価

方法 

  

 その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの 

……原価法(移動平均法) 

 その他有価証券 

時価のあるもの  

……中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定）  

時価のないもの  

……原価法(移動平均

法)  

 その他有価証券 

 時価のあるもの  

……決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定）  

時価のないもの   

……原価法(移動平均法)  

 ロ デリバティブの評価基準及び

評価方法 

時価法 

ロ デリバティブの評価基準及び

評価方法 

同左 

ロ デリバティブの評価基準及び

評価方法 

同左 

 ハ たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

分譲用土地建物 

…原価法（個別法） 

ハ たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

同左 

ハ たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

同左 

 貯蔵品 

…原価法（移動平均法） 

  

 商品 

…原価法（売価還元法） 

  

 ニ 有形固定資産の減価償却の方

法 

親会社 

…定額法・取替法 

ニ 有形固定資産の減価償却の方

法 

    同左 

  

ニ 有形固定資産の減価償却の方

法 

同左 

 連結子会社 

…定率法 

（但し、㈱山陽百貨店・㈱山陽

友の会・㈱サンヨーマート・山

商㈱・山陽アメニティサービス

㈱・山陽デリバリーサービス

㈱・兵庫ライフインダストリー

㈱・㈱キャリアネット・㈱神戸

山陽バスは定額法） 

  

  

  

 

  ただし、定率法を採用してい

る連結子会社は、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については、定額

法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

建物及び構築物  ３～60年 

車両及び機械装置 ３～20年 

  

  

  

  

 

 



項目 
前中間連結会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

ホ 退職給付引当金の計上基準 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（10,532百万円）については、

当社の退職給付信託設定に伴う

会計基準変更時差異償却額

（7,231百万円）を除いて15年

による按分額を費用処理してい

る（但し、一部の子会社は、一

括費用処理）。 

 当社における過去勤務債務

は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（13年）による定額法に

より費用処理している。また、

株式会社山陽百貨店における過

去勤務債務は、その発生時に一

括費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５～14年）による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしている。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より

「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正」（企業会計基準第

３号 平成17年３月16日）及び

「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第７

号 平成17年３月16日）を適用

している。これにより営業利

益、経常利益及び税金等調整前

中間純利益は29百万円増加して

いる。 

ホ 退職給付引当金の計上基準 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（10,105百万円）については、

当社の退職給付信託設定に伴う

会計基準変更時差異償却額

（7,231百万円）を除いて15年

による按分額を費用処理してい

る（但し、一部の子会社は、一

括費用処理）。 

 当社における過去勤務債務

は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（12～13年）による定額

法により費用処理している。ま

た、株式会社山陽百貨店におけ

る過去勤務債務は、その発生時

に一括費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５～14年）による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしている。 

  

  

ホ 退職給付引当金の計上基準 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（10,105百万円）については、

当社の退職給付信託設定に伴う

会計基準変更時差異償却額

（7,231百万円）を除いて15年に

よる按分額を費用処理している

（但し、一部の子会社は、一括

費用処理）。 

 当社における過去勤務債務

は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（12～13年）による定額

法により費用処理している。ま

た、株式会社山陽百貨店におけ

る過去勤務債務は、その発生時

に一括費用処理している。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５～14年）による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしている。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「「退職

給付に係る会計基準」の一部改

正」（企業会計基準第３号 平成

17年３月16日）及び「「退職給

付に係る会計基準」の一部改正

に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第７号 平成17年３

月16日）を適用している。これ

により営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は58百

万円増加している。 

（追加情報） 

 当社は、平成18年４月１日を

もって適格退職年金制度の一部

を確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関

する会計処理」（企業会計基準

適用指針第１号 平成14年１月

31日）を適用している。 

 本移行に伴う影響額は、特別

損失として993百万円計上してい

る。 

 



項目 
前中間連結会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

ヘ 役員退職慰労引当金の計上基準

───── 

  

 （追加情報） 

  従来、役員退職慰労引当金

を計上していた親会社及び一部

の子会社は、当中間連結会計期

間において、役員退職慰労金制

度を廃止し、役員退職慰労引当

金を全額取崩している。なお、

廃止日までの期間に対応する役

員退職慰労金相当額について

は、その他の固定負債に計上し

ている。 

ト 貸倒引当金の計上基準 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してい

る。 

───── 

  

  

ヘ 貸倒引当金の計上基準 

同左 

 ヘ 役員退職慰労引当金の計上基準

 ───── 

  

（追加情報） 

 従来、役員退職慰労引当金を

計上していた親会社及び一部の

子会社は、当連結会計年度にお

いて、役員退職慰労金制度を廃

止し、役員退職慰労引当金を全

額取崩している。なお、廃止日

までの期間に対応する役員退職

慰労金相当額については、その

他の固定負債に計上している。 

  

ト 貸倒引当金の計上基準 

同左 

 チ 賞与引当金の計上基準 

 （親会社）──── 

 （連結子会社） 

  従業員の賞与支給に充てる

ため、将来の支給見込額のうち

当中間連結会計期間の負担額を

計上している。 

ト  賞与引当金の計上基準 

 （親会社）──── 

（連結子会社） 

 同左 

チ   賞与引当金の計上基準 

 （親会社）──── 

（連結子会社） 

  従業員の賞与支給に充てるた

め、将来の支給見込額のうち当

連結会計年度の負担額を計上し

ている。 

 



項目 
前中間連結会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

  リ 店舗閉鎖損失引当金の計上基

準 

（親会社）───── 

（連結子会社） 

 連結子会社のうち１社におい

て、不採算店舗の閉鎖に伴い、

今後発生が見込まれる費用およ

び損失について合理的に見積も

ることができる金額を計上して

いる。 

───── ───── 

 ヌ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

チ リース取引の処理方法 

同左 

リ リース取引の処理方法 

同左 

 ル ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて、特

例処理の要件を満たしている

場合には、特例処理によって

いる。 

リ ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

ヌ  へッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当中間連結会計期間にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ手段

とヘッジ対象は以下のとおり

である。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当連結会計年度にヘッジ会

計を適用したヘッジ手段とヘ

ッジ対象は以下のとおりであ

る。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金利息 

 ③ ヘッジ方針 

 金利変動リスクをヘッジす

るため、変動金利を固定金利

に変換した金利スワップ取引

を利用して、将来の金利上昇

がキャッシュ・フローに及ぼ

す影響を限定している。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理に

よっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略

している。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

ヲ 工事負担金等の会計処理 

 当社は、鉄道事業において、

国および地方公共団体等より工

事費の一部として工事負担金等

を受けている。これらの工事負

担金等は、工事完成時に当該工

事負担金等相当額により取得し

た固定資産の取得原価から直接

減額して計上している。なお、

中間連結損益計算書において

は、工事負担金等受入額として

特別利益に計上するとともに、

固定資産の取得原価から直接減

額した額を工事負担金等圧縮額

として特別損失に計上すること

としている。 

ヌ 工事負担金等の会計処理 

同左 

ル 工事負担金等の会計処理 

 当社は、鉄道事業において、

国および地方公共団体等より工

事費の一部として工事負担金等

を受けている。これらの工事負

担金等は、工事完成時に当該工

事負担金等相当額により取得し

た固定資産の取得原価から直接

減額して計上している。なお、

連結損益計算書においては、工

事負担金等受入額として特別利

益に計上するとともに、固定資

産の取得原価から直接減額した

額を工事負担金等圧縮額として

特別損失に計上している。 

 ワ 消費税の会計処理 

 消費税の会計処理は税抜方式

によっている。 

ル 消費税の会計処理 

同左 

ヲ 消費税の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなる。 

同左 同左 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 

 （平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

 （平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

 （平成17年４月１日～ 

平成18年３月31日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）  

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してい

る。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は24,365百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成している。 

────── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

───── （中間連結貸借対照表） 

 「長期前払費用」は、前中間連結会計期間末は「その他の投資そ

の他の資産」に含めて表示していたが、当中間連結会計期間末にお

いて資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記した。 

 なお、前中間連結会計期間末の「長期前払費用」の金額は3,556

百万円である。 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において営業外収益「雑収入」に含めて表示

していた「受取賃貸料」は、営業外収益の総額の100分の10を超え

たため、当中間連結会計期間より区分掲記することとした。 

 なお、前中間連結会計期間の「受取賃貸料」の金額は24百万円で

ある。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

（注１）担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産及び担保付

債務は、次のとおりである。 

（注１）担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産及び担保付

債務は、次のとおりである。 

（注１）担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産及び担保付

債務は、次のとおりである。 

(イ)鉄道財団 27,342百万円

債務内訳  

長期借入金 10,122百万円

(ロ)道路交通事業財団 1,432百万円

債務内訳  

長期借入金 30百万円

(ハ)建物及び構築物 7,784百万円

土地 6,594百万円

債務内訳  

長期借入金 2,160百万円

預り保証金及び

敷金 
4,724百万円

(イ)鉄道財団 27,130百万円

債務内訳  

長期借入金      9,297百万円

(ロ)道路交通事業財団      1,384百万円

債務内訳  

長期借入金   30百万円

(ハ)建物及び構築物   7,243百万円

土地    6,501百万円

債務内訳  

長期借入金  1,875百万円

預り保証金及び

敷金 
 4,724百万円

(イ)鉄道財団   26,822百万円

債務内訳  

長期借入金      9,561百万円

(ロ)道路交通事業財団      1,350百万円

債務内訳  

長期借入金   30百万円

(ハ)建物及び構築物      7,479百万円

土地      6,501百万円

債務内訳  

長期借入金      2,125百万円

預り保証金及び

敷金 
     4,724百万円

 なお長期借入金残高には一年内返

済予定分を含んでいる。 

 なお長期借入金残高には一年内返

済予定分を含んでいる。 

 なお長期借入金残高には一年内返

済予定分を含んでいる。 

（注２）有形固定資産の減価償却累計額 

59,507百万円 

（注２）有形固定資産の減価償却累計額 

      61,253百万円 

（注２）有形固定資産の減価償却累計額 

      60,571百万円 

（注３）圧縮記帳額 （注３）圧縮記帳額 （注３）圧縮記帳額 

 工事負担金等圧縮累計額 

 27,202百万円

 (うち当中間期圧縮額  3百万円) 

(イ)工事負担金等圧縮累計額 

 27,238百万円

 (うち当中間期圧縮額 22百万円)

(ロ)収用等代替資産圧縮額 

  当中間期圧縮額   278百万円

 工事負担金等圧縮累計額 

     27,216百万円

 (うち当期圧縮額   17百万円)

  ４ 偶発債務 

 連結会社以外の会社等の金融機関

借入金に対する債務保証を行なって

いる。 

   

    ――─── 

   

    ───── 

㈱ケーブルテレビ神戸 

 1,058百万円

明石市西二見土地区画整理組合 

 240百万円

計 1,298 

  

 なお㈱ケーブルテレビ神戸に対す

る債務保証は、総額で記載してお

り、保証人による取り決めによっ

て、当社は、481百万円の保証を分

担している。 

    

（注５） 国債399百万円を割賦販売法に基

づいて供託している。 

（注５） 国債499百万円を割賦販売法に基

づいて供託している。 

（注５） 国債494百万円を割賦販売法に基

づいて供託している。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

（注１）販売費及び一般管理費の主要な費目

と金額は次のとおりである。 

（注１）販売費及び一般管理費の主要な費目

と金額は次のとおりである。 

（注１）販売費及び一般管理費の主要な費目

と金額は次のとおりである。 

人件費 1,724百万円

経費 1,583 

諸税 108 

減価償却費 195 

計 3,612 

人件費      1,526百万円

経費 1,356 

諸税 101 

減価償却費 316 

計 3,301 

人件費      3,343百万円

経費 2,965 

諸税 208 

減価償却費 603 

計 7,121 

（注２）引当金 

 引当金繰入額のうち主要なものは、

次のとおりである。 

（注２）引当金 

 引当金繰入額のうち主要なものは、

次のとおりである。 

（注２）引当金 

 引当金繰入額のうち主要なものは、

次のとおりである。 

賞与引当金繰入額 88百万円

退職給付引当金繰入額 558 

賞与引当金繰入額   88百万円

退職給付引当金繰入額 128 

賞与引当金繰入額   84百万円

退職給付引当金繰入額 937 

（注３）固定資産売却益は、土地売却による

ものである。 

（注３）固定資産売却益は、土地売却による

ものである。 

（注３）固定資産売却益は、土地売却による 

   ものである。 

（注４）減損損失 

 当社グループは、管理会計上の区分、投資

の意思決定を基礎として継続的に収支の把握

がなされている単位でグルーピングを実施し

ている。 

 下記２店舗については、店舗閉鎖を決定し

たため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（85百万円）とし

て特別損失に計上している。 

───── 

  

  

（注４）減損損失 

 当社グループは、管理会計上の区分、投資

の意思決定を基礎として継続的に収支の把握

がなされている単位でグルーピングを実施し

ている。 

 下記２店舗については、店舗閉鎖を決定し

たため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（85百万円）とし

て特別損失に計上している。 

主な用途 種類 場所 
減損損失 
（百万円） 

ストア
ー業２
店舗 

土地及
び建物
等 

神戸市 85 

 
主な用途 種類 場所 

減損損失 
（百万円）

ストア
ー業２
店舗 

土地及
び建物
等 

神戸市 85 

 主な内訳は、土地１百万円、建物及び構築

物47百万円、リース資産29百万円、その他７

百万円である。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、

正味売却価額により測定しており、主として

売却見込額から処分費用見込額を控除して算

定している。 

  

  

 主な内訳は、土地１百万円、建物及び構築

物47百万円、リース資産29百万円、その他７

百万円である。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、

正味売却価額により測定しており、主として

売却見込額から処分費用見込額を控除して算

定している。 

（注５）固定資産除却損は、建物等除却によ

るものである。 

 ───── 

（注５）固定資産除却損は、建物等除却によ

るものである。 

 ───── 

（注５）固定資産除却損は、建物等除却によ

るものである。 

（注６）固定資産売却損は、土地売却による

ものである。 



   （中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加17千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

２ 配当に関する事項 

配当金支払額 

基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 111,652 － － 111,652 

合計 111,652 － － 111,652 

自己株式     

普通株式（注） 232 17 － 250 

合計 232 17 － 250 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 222 2 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月22日 

取締役会 
普通株式 222 利益剰余金 2 平成18年９月30日 平成18年12月11日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 7,665百万円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 

△670 

現金及び現金同等物 6,995 

現金及び預金勘定 7,391百万円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 

△762 

現金及び現金同等物 6,628 

現金及び預金勘定 8,375百万円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金 

△642 

現金及び現金同等物 7,733 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

147 11 ― 135 

その他の有
形固定資産
（工具器具
備品） 

195 128 27 40 

合計 343 139 27 176 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及 
び運搬具 

280 44 235

その他の有 
形固定資産
（工具器具
備品） 

94 61 33

合計 374 105 268

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

200 21 ― 179 

その他の有
形固定資産
（工具器具
備品） 

115 82 ― 33 

合計 316 104 ― 212 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

いる。 

 （注）     同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 46百万円

１年超 129 

 合計 176 

１年内 58百万円

１年超 209 

 合計 268 

１年内   48百万円

１年超 163 

 合計 212 

リース資産  

減損勘定の残高 27百万円

 リース資産  

減損勘定の残高 －百万円

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定している。 

 （注）     同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により

算定している。 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 25百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 
－ 

減価償却費相当額 25 

減損損失 27 

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 32 

支払リース料 78百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 
27 

減価償却費相当額 51 

減損損失 27 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

   

  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 766 2,647 1,881 

(2)債券    

国債・地方債等 400 399 △0 

社債 50 50 0 

(3)その他 30 26 △4 

合計 1,247 3,124 1,877 

その他有価証券  

非上場株式 322百万円 

公社債投資信託の受益証券等 4百万円 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 817 3,106 2,288 

(2)債券    

国債・地方債等 499 496 △2 

社債 50 50 0 

(3)その他 30 25 △5 

合計 1,397 3,678 2,280 

その他有価証券  

非上場株式 321百万円 

公社債投資信託の受益証券等 4百万円 



前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１ 時価の算定方法 

金利スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定している。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

３ 契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、または計算上の想定元本であ

り、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではない。 

種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 768 3,242 2,474 

(2)債券    

国債・地方債等 499 494 △5 

社債 50 50 0 

(3)その他 30 26 △4 

合計 1,348 3,813 2,465 

その他有価証券  

非上場株式 579百万円 

公社債投資信託の受益証券等 4百万円 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

金利 スワップ取引 200 △3 △3 

合計 200 △3 △3 



当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１ 時価の算定方法 

金利スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定している。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

３ 契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、または計算上の想定元本であ

り、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではない。 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１ 時価の算定方法 

金利スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定している。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

３ 契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、または計算上の想定元本であ

り、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではない。 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

金利 スワップ取引 200 △0 △0 

合計 200 △0 △0 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

金利 スワップ取引 200 △2 △2 

合計 200 △2 △2 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

 
運輸業 
（百万円） 

流通業 
（百万円）

不動産業
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又 
は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

営業収益        

(1）外部顧客に対する営業

収益 
9,580 13,812 891 2,052 26,336 － 26,336 

(2）セグメント間の内部営

業収益又は振替高 
419 27 245 993 1,685 (1,685) － 

計 10,000 13,840 1,136 3,045 28,022 (1,685) 26,336 

営業費 8,729 13,913 735 2,906 26,285 (1,739) 24,545 

営業利益又は営業損失

（△） 
1,270 △73 401 138 1,736 54 1,791 

 
運輸業 
（百万円） 

流通業 
（百万円）

不動産業
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又 
は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

営業収益        

(1）外部顧客に対する営業

収益 
9,702 13,073 995 2,014 25,785 － 25,785 

(2）セグメント間の内部営

業収益又は振替高 
394 33 236 914 1,578 (1,578) － 

計 10,096 13,107 1,231 2,929 27,364 (1,578) 25,785 

営業費 8,488 13,076 697 2,784 25,046 (1,611) 23,434 

営業利益 1,608 30 534 145 2,318 33 2,351 



前連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

 日本標準産業分類を基準に、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう区分している。な

お、「レジャー・サービス部門」は、重要性が低いので、「その他の事業」に含めて記載している。 

２．各事業区分の主要な事業内容 

運輸業………………鉄道、バス、タクシー等の営業を行っている。 

流通業………………百貨店業を中心に商品の販売等を行っている。 

不動産業……………建物及び土地の賃貸・販売等を行っている。 

その他の事業………遊園事業、飲食業、メンテナンス業等を行っている。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（平成18年４月１日～

平成18年９月30日）及び前連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略している。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（平成18年４月１日～

平成18年９月30日）及び前連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

 
運輸業 
（百万円） 

流通業 
（百万円）

不動産業
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又 
は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

営業収益        

(1）外部顧客に対する営業

収益 
18,899 28,000 1,881 3,991 52,772 － 52,772 

(2）セグメント間の内部営

業収益又は振替高 
827 52 468 1,935 3,283 (3,283) － 

計 19,726 28,052 2,349 5,927 56,055 (3,283) 52,772 

営業費 17,467 27,996 1,464 5,723 52,651 (3,368) 49,283 

営業利益 2,258 55 885 204 3,404 85 3,489 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

該当事項なし。 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

前中間連結会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 208円35銭

１株当たり中間純利益 8円39銭

１株当たり純資産額    218円71銭

１株当たり中間純利益  13円13銭

１株当たり純資産額    208円59銭

１株当たり当期純利益  7円 97銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため記

載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため、記載していない。 

 
前中間連結会計期間 
(平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 935 1,462 917 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 29 

（うち利益処分による役員賞与金

（百万円）） 
(－)  (－) (29) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
935 1,462 888 

普通株式の期中平均株式数（千株） 111,453 111,412 111,442 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
（第117期） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

（第118期） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

（第117期） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  3,084   2,586   4,030   

２ 未収運賃  1,839   1,828   1,948   

３ 未収金  55   76   124   

４ 分譲用土地建物  7,147   7,006   6,588   

５ 貯蔵品  177   162   204   

６ その他の流動資産  379   613   435   

７ 貸倒引当金  △0   △1   △2   

流動資産合計   12,682 17.5  12,273 15.4  13,329 16.7 

Ⅱ 固定資産           

１ 鉄道事業固定資産 
(注2, 
3) 

29,962   29,758   29,440   

２ 自動車事業固定資
産 

(注２) 2,152   2,086   2,061   

３ 付帯事業固定資産 (注２) 13,397   14,634   14,226   

４ 建設仮勘定  5,787   7,642   7,161   

５ 投資その他の資産  8,592   13,253   13,794   

(イ)投資有価証券  4,160   4,035   4,423   

(ロ)長期前払費用  －   8,470   8,618   

(ハ)その他の投資等  4,558   861   872   

(ニ)貸倒引当金  △126   △114   △120   

固定資産合計   59,892 82.5  67,376 84.6  66,684 83.3 

資産合計   72,574 100.0  79,650 100.0  80,013 100.0 

           
 



  
（第117期） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

（第118期） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

（第117期） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 短期借入金 (注２) 5,762   12,150   11,957   

２ 一年以内償還社債  －   1,000   500   

３ 未払金  2,272   2,750   3,919   

４ 未払法人税等  529   969   810   

５ 預り連絡運賃  325   324   272   

６ 前受運賃  1,022   1,006   990   

７ その他の流動負債 (注５) 2,743   2,635   3,098   

流動負債合計   12,656 17.4  20,836 26.1  21,550 27.0 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債  1,300   300   800   

２ 長期借入金 (注２) 21,912   14,782   16,076   

３ 退職給付引当金  1,784   1,618   1,646   

４ 受入工事負担金  5,664   7,837   6,328   

５ 預り保証金及び敷
金 

(注２) 6,728   6,697   6,765   

６ 確定拠出年金移行
時未払金 

  －   4,254   4,499   

７ その他の固定負債  1,058   808   871   

固定負債合計   38,448 53.0  36,298 45.6  36,987 46.2 

負債合計   51,105 70.4  57,134 71.7  58,538 73.2 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   10,090 13.9  － －  10,090 12.6 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  2,522   －   2,522   

２ その他資本剰余金  4,328   －   4,328   

資本剰余金合計   6,850 9.5  － －  6,850 8.6 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 任意積立金  640   －   640   

２ 中間（当期）未処
分利益  2,858   －   2,561   

利益剰余金合計   3,499 4.8  － －  3,202 4.0 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,080 1.5  － －  1,389 1.7 

Ⅴ 自己株式   △51 △0.1  － －  △57 △0.1 

資本合計   21,469 29.6  － －  21,475 26.8 

負債・資本合計   72,574 100.0  － －  80,013 100.0 

           
 



  
（第117期） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

（第118期） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

（第117期） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     － －   10,090 12.7   － － 

２ 資本剰余金                     

 (1) 資本準備金   －     2,522     －     

  (2) その他資本剰余 
  金 

  －     4,328     －     

  資本剰余金合計     － －   6,850 8.6   － － 

３ 利益剰余金                     

  (1) その他利益剰余 
  金 

                    

    圧縮積立金   －     570     －     

    別途積立金   －     50     －     

    繰越利益剰余金   －     3,733     －     

   利益剰余金合計     － －   4,353 5.5   － － 

４ 自己株式     － －   △63 △0.1   － － 

株主資本合計     － －   21,231 26.7   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券 
評価差額金 

    － －   1,283 1.6   － － 

評価・換算差額等合
計 

    － －   1,283 1.6   － － 

  純資産合計     － －   22,515 28.3   － － 

  負債純資産合計     － －   79,650 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

 （注） 百分比は、全事業の営業収益合計（前中間会計期間9,930百万円、当中間会計期間10,058百万円、前事業年度

19,644百万円）をそれぞれ100とした比率である。 

  

（第117期） 
前中間会計期間 

（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

（第118期） 
当中間会計期間 

（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

（第117期） 
前事業年度の要約損益計算書 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 鉄道事業営業利益           

１ 営業収益   7,174 72.2  7,213 71.7  14,145 72.0 

２ 営業費   6,010 60.5  5,730 57.0  11,992 61.0 

営業利益   1,164 11.7  1,482 14.7  2,153 11.0 

Ⅱ 自動車事業営業利益           

１ 営業収益   1,676 16.9  1,620 16.1  3,260 16.6 

２ 営業費   1,600 16.1  1,519 15.1  3,181 16.2 

営業利益   76 0.8  100 1.0  78 0.4 

Ⅲ 付帯事業営業利益           

１ 営業収益   1,078 10.9  1,225 12.2  2,238 11.4 

２ 営業費   724 7.3  723 7.2  1,454 7.4 

営業利益   353 3.6  501 5.0  784 4.0 

全事業営業利益   1,595 16.1  2,085 20.7  3,015 15.4 

Ⅳ 営業外収益 (注２)  113 1.1  87 0.9  202 1.0 

Ⅴ 営業外費用 (注３)  386 3.9  361 3.6  783 4.0 

経常利益   1,322 13.3  1,811 18.0  2,434 12.4 

Ⅵ 特別利益 (注４)  7 0.1  819 8.2  550 2.8 

Ⅶ 特別損失 (注５)  3 0.0  300 3.0  1,466 7.5 

税引前中間（当
期）純利益   1,326 13.4  2,330 23.2  1,518 7.7 

法人税、住民税及
び事業税  462   917   1,144   

法人税等調整額  80 542 5.5 15 932 9.3 △335 809 4.1 

中間（当期）純利
益   783 7.9  1,397 13.9  709 3.6 

前期繰越利益   2,075   －   2,075  

中間配当額   －   －   222  

中間（当期）未処
分利益   2,858   －   2,561  

           



      ③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 圧縮積立

金 
別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年3月31日 残高 
（百万円） 

10,090 2,522 4,328 6,850 590 50 2,561 3,202 △57 20,086 

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当（注）             △222 △222   △222 

役員賞与（注）             △23 △23   △23 

中間純利益             1,397 1,397   1,397 

圧縮積立金取崩額         △20   20 －   － 

自己株式の取得                 △5 △5 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － △20 － 1,171 1,151 △5 1,145 

平成18年9月30日 残高 
（百万円） 

10,090 2,522 4,328 6,850 570 50 3,733 4,353 △63 21,231 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年3月31日 残高 
（百万円） 

1,389 1,389 21,475 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当（注）     △222 

役員賞与（注）     △23 

中間純利益     1,397 

圧縮積立金取崩額     － 

自己株式の取得     △5 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

△105 △105 △105 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△105 △105 1,039 

平成18年9月30日 残高 
（百万円） 

1,283 1,283 22,515 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
（第117期）前中間会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

（第118期）当中間会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

（第117期）前事業年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法に基づく原価法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

 その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定

している） 

 ② 時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法 

② 時価のないもの 

同左 

② 時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

貯蔵品 

 移動平均法に基づく原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

 分譲用土地建物 

 個別法に基づく原価法 

  

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

鉄道事業取替資産  取替法 

その他の有形固定資産 

定額法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

建物及び構築物  ３～60年 

車両及び機械装置 ３～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

いる。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してい

る。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
（第117期）前中間会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

（第118期）当中間会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

（第117期）前事業年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

３ 引当金の計上基準 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（9,490百万円）については、

退職給付信託設定に伴う会計基

準変更時差異償却額（7,231百

万円）を除いて15年による按分

額を費用処理している。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（13年）による

定額法により費用処理してい

る。 

数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12～14年）に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしている。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より「「退職

給付に係る会計基準」の一部改

正」（企業会計基準第３号 平

成17年３月16日）及び「「退職

給付に係る会計基準」の一部改

正に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第７号 平成17

年３月16日）を適用している。

これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は29百万

円増加している。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（9,072百万円）については、

退職給付信託設定に伴う会計基

準変更時差異償却額（7,231百

万円）を除いて15年による按分

額を費用処理している。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12～13年）に

よる定額法により費用処理して

いる。 

数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12～14年）に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしている。 

  

  

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（9,072百万円）については、退

職給付信託設定に伴う会計基準

変更時差異償却額（7,231百万

円）を除いて15年による均等額

を費用処理している。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12～13年）に

よる定額法により費用処理して

いる。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（12～14年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしている。 

 （会計方針の変更） 

 当事業年度より「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正」

（企業会計基準第３号 平成17

年３月16日）及び「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正に

関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第７号 平成17年３

月16日）を適用している。これ

により営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は58百万円増

加している。 

（追加情報） 

 当社は、平成18年４月１日を

もって適格退職年金制度の一部

を確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関

する会計処理」（企業会計基準

適用指針第１号 平成14年１月

31日）を適用している。 

 本移行に伴う影響額は、特別

損失として993百万円計上してい

る。 

 



項目 
（第117期）前中間会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

（第118期）当中間会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

（第117期）前事業年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

３ 引当金の計上基準 (3)役員退職慰労引当金 

――――  

  

 （追加情報） 

 当中間会計期間において、役員

退職慰労金制度を廃止し、役員退

職慰労引当金を全額取崩してい

る。なお、廃止日までの期間に対

応する役員退職慰労金相当額につ

いては、その他の固定負債に計上

している。 

――――  

  

  

(3)役員退職慰労引当金 

―――― 

  

 （追加情報） 

 当事業年度において、役員退職

慰労金制度を廃止し、役員退職慰

労引当金を全額取崩している。な

お、廃止日までの期間に対応する

役員退職慰労金相当額について

は、その他の固定負債に計上して

いる。  

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている 

同左 

  

同左 

  

５ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしているた

め、特例処理によっている。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当中間会計期間にヘッジ会計

を適用したヘッジ手段とヘッジ

対象は以下のとおりである。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当事業年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッジ対象

は以下のとおりである。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金利息 

 



項目 
（第117期）前中間会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

（第118期）当中間会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

（第117期）前事業年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

６ ヘッジ会計の方法 ③ ヘッジ方針 

 金利変動リスクをヘッジする

ため、変動金利を固定金利に変

換した金利スワップ取引を利用

して、将来の金利上昇がキャッ

シュ・フローに及ぼす影響を限

定している。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理に該

当するものであるため、有効性

の評価を省略している。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1）工事負担金等の会計処理 

 当社は、鉄道事業において、

国および地方公共団体等より工

事費の一部として工事負担金等

を受けている。これらの工事負

担金等は、工事完成時に当該工

事負担金等相当額により取得し

た固定資産の取得原価から直接

減額して計上している。なお、

中間損益計算書においては、工

事負担金等受入額として特別利

益に計上するとともに、固定資

産の取得原価から直接減額した

額を工事負担金等圧縮額として

特別損失に計上することとして

いる。 

 (2）消費税の会計処理 

  消費税の会計処理は税抜方

式によっている。 

(1）工事負担金等の会計処理 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  (2）消費税の会計処理 

同左 

(1）工事負担金等の会計処理 

 当社は、鉄道事業において、

国および地方公共団体等より工

事費の一部として工事負担金等

を受けている。これらの工事負

担金等は、工事完成時に当該工

事負担金等相当額により取得し

た固定資産の取得原価から直接

減額して計上している。なお、

損益計算書においては、工事負

担金等受入額として特別利益に

計上するとともに、固定資産の

取得原価から直接減額した額を

工事負担金等圧縮額として特別

損失に計上している。 

  

  (2）消費税の会計処理 

同左 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

 （平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

 （平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日） 

前事業年度 

 （平成17年４月１日～ 

平成18年３月31日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）  

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は22,515百万円である。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成している。 

────── 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

───── （中間貸借対照表）  

 「長期前払費用」は、前中間会計期間末は「その他の投資等」に

含めて表示していたが、当中間会計期間末において資産の総額の

100分の５を超えたため区分掲記した。 

 なお、前中間会計期間末の「長期前払費用」の金額は3,548百万

円である。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（第117期）前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

（第118期）当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

（第117期）前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

  １ 有形固定資産の減価償却累計額 

50,205百万円 

  １ 有形固定資産の減価償却累計額 

      51,588百万円 

  １ 有形固定資産の減価償却累計額 

  51,122百万円 

（注２）担保資産 （注２）担保資産 （注２）担保資産 

(イ)鉄道事業固定資産

（財団組成） 

27,342百万円

債務内訳  

長期借入金 10,122百万円

(ロ)自動車事業固定資

産（財団組成） 

1,432百万円

債務内訳  

長期借入金 30百万円

(ハ)付帯事業固定資産 7,244百万円

債務内訳  

預り保証金及び

敷金 
4,724百万円

(イ)鉄道事業固定資産

（財団組成） 

   27,130百万円

債務内訳  

長期借入金      9,297百万円

(ロ)自動車事業固定資

産（財団組成） 

     1,384百万円

債務内訳  

長期借入金   30百万円

(ハ)付帯事業固定資産      6,987百万円

債務内訳  

預り保証金及び

敷金 
     4,724百万円

(イ)鉄道事業固定資産

（財団組成） 

    26,822百万円

債務内訳  

長期借入金      9,561百万円

(ロ)自動車事業固定資

産（財団組成） 

     1,350百万円

債務内訳  

長期借入金   30百万円

(ハ)付帯事業固定資産      7,118百万円

債務内訳  

預り保証金及び

敷金 
     4,724百万円

 なお、(イ)の債務には、一年内返済

予定分を含んでいる。 

 なお、(イ)の債務には、一年内返済

予定分を含んでいる。 

 なお、(イ)の債務には、一年内返済

予定分を含んでいる。 

（注３）圧縮記帳額 （注３）圧縮記帳額 （注３）圧縮記帳額 

工事負担金等圧縮累計額 

 27,202百万円

(うち当中間期圧縮額  3百万円) 

(イ)工事負担金等圧縮累計額 

 27,238百万円

(うち当中間期圧縮額  22百万円)

(ロ)収用等代替資産圧縮額 

  当中間期圧縮額   278百万円

工事負担金等圧縮累計額 

 27,216百万円

(うち当期圧縮額    17百万円) 

  ４ 偶発債務     ４  偶発債務     ４  偶発債務 

 下記会社等の金融機関借入金に対す

る債務保証を行っている。 

 下記会社の金融機関借入金に対する

債務保証を行っている。 

 下記会社の金融機関借入金に対する

債務保証を行っている。 

㈱山陽百貨店 7,270百万円

㈱ケーブルテレビ神戸 1,058 

明石市西二見土地区画

整理組合 

240 

計 8,568 

㈱山陽百貨店  7,605百万円

    

    

    

㈱山陽百貨店  8,925百万円

    

    

    

 なお、㈱ケーブルテレビ神戸に対す

る債務保証は、総額で記載しており、

保証人による取り決めによって、当社

は481百万円の保証を分担している。 

    

（注５）消費税 

 仮払消費税と仮受消費税は相殺し、

その差額は「その他の流動負債」に含

めて表示している。 

（注５）消費税 

同左 

───── 



（中間損益計算書関係） 

（第117期）前中間会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

（第118期）当中間会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

（第117期）前事業年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

  １ 減価償却実施額   １ 減価償却実施額   １ 減価償却実施額 

(イ)有形固定資産 1,060百万円

(ロ)無形固定資産 9 

(イ)有形固定資産    1,082百万円

(ロ)無形固定資産 10 

(イ)有形固定資産    2,114百万円

(ロ)無形固定資産 19 

（注２）営業外収益のうち主なもの （注２）営業外収益のうち主なもの （注２）営業外収益のうち主なもの 

(イ)受取利息 4百万円

(ロ)受取配当金 29 

(イ)受取利息  4百万円

(ロ)受取配当金 27 

(イ)受取利息   8百万円

(ロ)受取配当金 33 

（注３）営業外費用のうち主なもの （注３）営業外費用のうち主なもの （注３）営業外費用のうち主なもの 

支払利息及び社債利息 344百万円 支払利息及び社債利息  317百万円 支払利息及び社債利息  667百万円

（注４）特別利益のうち主なもの （注４）特別利益のうち主なもの （注４）特別利益のうち主なもの 

工事負担金等受入額 3百万円

付帯事業土地売却益 3 

投資有価証券売却益  516百万円

収用等特別勘定取崩益 278 

工事負担金等受入額 22 

鉄道事業土地売却益 2 

投資有価証券売却益 518百万円

工事負担金等受入額 17 

鉄道事業土地売却益 11 

付帯事業土地売却益 3 

（注５）特別損失のうち主なもの （注５）特別損失のうち主なもの （注５）特別損失のうち主なもの 

工事負担金等圧縮額 3百万円 収用等代替資産圧縮損  278百万円

工事負担金等圧縮額  22 

退職給付制度改定損定 993百万円

販売用不動産評価損  455 

工事負担金等圧縮額 17 



   （中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加17千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 232 17 － 250 

合計 232 17 － 250 



（リース取引関係） 

（第117期）前中間会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

（第118期）当中間会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

（第117期）前事業年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

鉄道事業固
定資産 

7 6 1 

自動車事業
固定資産 

84 8 75 

合計 91 15 76 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

自動車事業
固定資産 

51 17 33 

合計 51 17 33 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

鉄道事業固
定資産 

7 7 0 

自動車事業
固定資産 

51 12 38 

合計 58 19 39 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

いる。 

 （注）     同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定している。 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 18百万円

１年超 58 

 合計 76 

１年内 10百万円

１年超 23 

 合計 33 

１年内  10百万円

１年超 28 

 合計 39 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定している。 

 （注）     同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により

算定している。 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8 

支払リース料  5百万円

減価償却費相当額 5 

支払リース料  16百万円

減価償却費相当額 16 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

（減損損失について） 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

１ 前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

２ 当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

３ 前事業年度末（平成18年３月31日） 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

該当事項なし。 

種類 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 212 990 778 

種類 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 212 935 722 

種類 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 212 1,103 890 

（第117期）前中間会計期間 
（平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日） 

（第118期）当中間会計期間 
（平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日） 

（第117期）前事業年度 
（平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 192円66銭

１株当たり中間純利益 7円03銭

１株当たり純資産額    202円11銭

１株当たり中間純利益  12円54銭

１株当たり純資産額    192円53銭

１株当たり当期純利益  6円15銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため、

記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため、記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため、記載していない。 

 

（第117期） 
前中間会計期間 

(平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日) 

（第118期） 
当中間会計期間 

(平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日) 

（第117期） 
前事業年度 

(平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 783 1,397 709 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 23 

 （うち利益処分による役員賞与金） 

            （百万円） 
(－) (－) (23) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
783 1,397 685 

普通株式の期中平均株式数（千株） 111,453 111,412 111,442 



(2）【その他】 

平成18年11月22日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

（1）中間配当による配当金の総額            222百万円 

（2）1株当たりの金額                  2円00銭 

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日    平成18年12月11日 

（注）平成18年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し支払を行う。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出している。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第117期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はない。 



 取締役会 御中 

独立監査人の中間監査報告書 

   

  平成17年12月19日

山陽電気鉄道株式会社   

   

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 西田 隆行  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 清水 万里夫 印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている山陽電

気鉄道株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、山陽電気鉄道株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より

改正後の退職給付に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 



 取締役会 御中 

独立監査人の中間監査報告書 

   

  平成18年12月19日

山陽電気鉄道株式会社   

   

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 清水 万里夫 印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 荒井 憲一郎 印 

     

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 岩崎 和文  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている山陽電

気鉄道株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、山陽電気鉄道株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 



 取締役会 御中 

独立監査人の中間監査報告書 

   

  平成17年12月19日

山陽電気鉄道株式会社   

   

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 西田 隆行  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 清水 万里夫 印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている山陽電

気鉄道株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第117期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、山陽電気鉄道株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より改正後の

退職給付に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 



 取締役会 御中 

独立監査人の中間監査報告書 

   

  平成18年12月19日

山陽電気鉄道株式会社   

   

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 清水 万里夫 印 

     

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 荒井 憲一郎 印 

     

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 岩崎 和文  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている山陽電

気鉄道株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第118期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、山陽電気鉄道株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 
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